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　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。

　当社は、1919年（大正8年）に東洋初のリノリューム製造会社として

事業をスタートし、塩ビ床材、カーペット、カーテン、壁装材へと事業

領域を拡大してまいりました。住宅やオフィス、店舗、ホテル、学校、医

療・福祉施設など、さまざまなシーンを彩る製品やサービスのご提供

を通じて、皆さまの住生活空間をより豊かに演出することが私たちの

使命であると考え、事業活動を推進しております。

　当社は、1年後の2019年に『創業百年』という大きな節目を迎えま

す。これまでの歴史で培った技術力に磨きをかけ、「より豊かな住生

活空間づくりに貢献する企業グループ」としてさらなる進化を遂げた

いと考えております。

　今後とも、社会の皆さまのお役に立てる製品やサービスを生み出

すために、グループ一丸となって力を尽くしてまいりますので、ご支援

ご鞭撻の程よろしくお願い申し上げます。

より豊かな住生活空間づくりに貢献

代表取締役社長

T O P  M E S S A G E
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企業集団の現況に関する事項

I 1 I 事業の経過および成果
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　当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益の回
復が続き、設備投資の増加や雇用環境の改善が進むなど
緩やかな回復基調で推移しました。しかしながら、米国をは
じめとする海外主要国の政策動向や地政学リスクの高まり
など懸念材料も多く、先行きは依然として不透明な状況が
続いております。インテリア業界では、都市部を中心とした
大型再開発案件の本格化や、インバウンド効果の拡大によ
る宿泊・商業施設などの新築・リニューアル需要に期待が高
まっております。一方で、競争の激化や人手不足による物流
コストの上昇、原油・ナフサ高の影響による主要原材料価格
の高騰など、厳しい経営環境が続きました。

　このような状況の中、当社グループは中期経営計画
『SHINKA-100』フェーズⅠ(2015～2017年度)に基づき、
成長戦略を推進してまいりました。フェーズⅠ最終年度とな
る2017年度では、独自性のある製品の発売や営業力の強
化を図るとともに、更なる成長に向けた技術研究や製品開
発に注力してまいりました。
　その結果、当連結会計年度における売上高は91,291百
万円（前期比0.2％減）、営業利益は3,522百万円（同17.1
％減）、経常利益は3,681百万円（同15.7％減）、親会社株
主に帰属する当期純利益は2,479百万円（同18.2％減）と
なりました。

事業報告（2017年4月1日から2018年3月31日まで）

第154回定時株主総会招集ご通知添付書類

3 TOLI Corporation

010_0526901143006.indd   3 2018/05/11   16:15:17



事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

4TOLI Corporation

　塩ビ床材では、昨年５月に発売したビニル床シート「フロアリュー
ム プレミア NWシリーズ」が早期に市場浸透が図られ、ワックスメ
ンテナンスが長期間不要な床材「NWシリーズ」の更なる市場拡大
に寄与しましたが、医療・福祉施設向けの需要は弱含みの推移とな
りました。カーペットでは、ホテル・宿泊施設向けの需要拡大を背景
にロールカーペットが好調を維持しました。また、昨年10月にはタイ
ルカーペット主力商品「GA-100シリーズ」を大幅刷新し、中でも汎
用タイプでありながら優れた意匠性を有する「GA-100T」は、全国
的なプロモーション展開にて各方面より高いご評価をいただき、順調に売上を拡大しております。壁装材では「不燃認定壁紙
1000」や不燃化粧仕上げ材「リアルデコ」などが非住宅分野での採用が進み、堅調に推移しましたが、カーテンは住宅市場に
おける需要が伸び悩み、前期を下回りました。これらの結果、プロダクト事業の売上高は55,082百万円（前期比0.8％減）、セ
グメント利益は2,869百万円（同16.0％減）となりました。

プロダクト事業
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　当期における設備投資の総額は2,685百万円であり、その主なものは基幹情報システムの更新、伊丹･厚木両工場におけ
る建物･機械装置等の改修、岐阜事業所における製造設備の新設によるものであります。

　該当する事項はありません。

I 2 I 設備投資の状況

I 3 I 資金調達の状況

（注）セグメントの業績は、セグメント間の取引を含めて表示しております。

　インテリア卸事業では、床材やタイルカーペットなど当年度の新
製品を中心とした販促活動に力を注ぎ、内装材受注の拡大を図りま
した。また、グループの施工力を活かした工事事業では、大型物件
の受注が好調に推移し、売上は前期を上回りました。一方で、グルー
プ販売会社の人件費が増加したことなどにより、利益は前期を下回
りました。これらの結果、インテリア卸及び工事事業の売上高は
59,500百万円（前期比0.2％増）、セグメント利益は968百万円（同
11.2％減）となりました。
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事業報告（2017年4月1日から2018年3月31日まで）

①企業集団の財産および損益の状況の推移
I 4 I 財産および損益の状況の推移

１株当たり当期純利益は自己株式を控除した期中平均発行済株式総数により、１株当たり純資産は自己株式を控除した期末発行済株式総数により算出
しております。

（注） 

区　分
第151期 第152期 第153期 第154期

（当連結会計年度）

売上高 90,806百万円 91,840百万円 91,466百万円 91,291百万円

経常利益 3,281百万円 3,907百万円 4,367百万円 3,681百万円

親会社株主に帰属する当期純利益 1,978百万円 2,420百万円 3,031百万円 2,479百万円

１株当たり当期純利益 32円07銭 39円23銭 49円14銭 40円20銭

総資産 72,049百万円 72,923百万円 75,498百万円 77,714百万円

純資産 28,681百万円 30,323百万円 33,555百万円 35,894百万円

１株当たり純資産 462円90銭 488円92銭 541円03銭 578円76銭
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●売上高

（単位：百万円）

●経常利益 ●親会社株主に帰属する当期純利益・
　1株当たり当期純利益
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②当社の財産および損益の状況の推移

１株当たり当期純利益は自己株式を控除した期中平均発行済株式総数により、１株当たり純資産は自己株式を控除した期末発行済株式総数により算出
しております。

（注） 

区　分
第151期 第152期 第153期 第154期

（当事業年度）

売上高 56,034百万円 56,535百万円 55,387百万円 54,902百万円

経常利益 2,173百万円 2,744百万円 3,307百万円 2,886百万円

当期純利益 1,391百万円 1,746百万円 2,403百万円 2,062百万円

１株当たり当期純利益 　22円56銭 　28円31銭 　38円95銭 　33円43銭

総資産 60,858百万円 62,022百万円 63,417百万円 64,992百万円

純資産 22,342百万円 23,394百万円 25,764百万円 27,407百万円

１株当たり純資産 362円10銭 379円21銭 417円64銭 444円29銭
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事業報告（2017年4月1日から2018年3月31日まで）

I 5 I 対処すべき課題

　今後のインテリア業界につきましては、2020年開催の
東京オリンピック・パラリンピックに向けた環境整備事業
の本格化、また訪日外国人の増加によるインバウンド需要
拡大、高度成長期に建てられた建物の老朽化に伴う建替
えやリフォームの増加など、インテリア関連需要の盛り上
がりが期待されます。一方で、人手不足による建設工事の
遅延や建設コストの高騰、物流費の上昇、不安定な資源価
格に起因する原材料価格やエネルギーコストの変動など
が懸念事項となっております。
　このような状況の中、当社グループは、フレキシビリティ
と強靭さを兼ね備えた事業構造への変革を実現すべく、６
ヵ年の中期経営計画『SHINKA-100』を策定し、成長戦略
を推進しております。フェーズⅠ（2015～2017年度）3ヵ
年が終了し、2019年3月期よりフェーズⅡ（2018～2020
年度）へと繋いでまいります。当社は2019年に『創業百
年』の大きな節目を迎えます。グループ一丸となって成長
戦略と事業基盤強化を推し進め、「百年の先」に向けた更
なる発展性を追求してまいります。
　

　当社グループは、事業基盤の整備において、人材の強
化は成長に直結する重要な要素であると認識しておりま
す。教育研修の充実や、ダイバーシティの推進に向け、性
別、年齢、スキル、国籍やライフスタイルの多様化に対応し
た制度と運用の仕組みを整備するなど、多様な人材が能
力を最大限に発揮できるための取り組みに注力してまい
ります。
　環境対応につきましては、当社グループは原材料として
各種の化学物質を取り扱うメーカーであり、環境・化学物
質に関する諸法規・諸規制を遵守して事業活動を行ってお
ります。今後も使用原材料の多面的な研究やリサイクル技
術の進化、生産プロセスでの省エネ技術導入など、未来志
向を高めた基礎的分野における技術研究を進め、環境負
荷低減への取り組みを積極的に進めてまいります。
　また、適正なコーポレート・ガバナンスを確保することも
重要な経営課題と認識しております。健全で透明性の高
い企業経営に努めてガバナンスのより一層の充実を図る
とともに、メーカーとしての使命でもある製品品質の維持・
向上にグループを挙げて取り組み、更なる企業価値向上
を図ってまいります。

※中期経営計画『SHINKA-100』の詳細につきましては、Ｐ9-10をご覧ください。
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地方独立行政法人 奈良県立病院機構
奈良県総合医療センター
所 在 地：奈良県奈良市
納入製品：タイルカーペット「メイオリカ」、塩ビタイル「ロイヤルウッド」、
　　　　 塩ビシート「マチュアNW」「ホスピリュームNW」
完　　工：2017年12月

奈良県総合医療センターに
東リ製品をご採用いただきました。
　奈良県の災害拠点病院として地域医療の中核を担
い、2018年5月に移転、開院した「奈良県総合医療セ
ンター」に、当社の塩ビ床材やタイルカーペットをご採
用いただきました。
　多くの人々が利用する待合スペースには、壁面との
調和が美しい木目調のプリントタイル「ロイヤルウッド」
や、1枚ごとに異なる柄でパッチワークの楽しさを表現
したタイルカーペット「メイオリカ」が敷きつめられ、医
療施設とは思えない空間の仕上がりに高いご評価を
いただきました。
　安全・安心につながる品質と豊かな意匠が、来院さ
れる方々にやすらぎをもたらしています。

待合スペース

TOPICS
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中期経営計画『SHINKA-100』 （6ヵ年）

フェーズⅠ（3ヵ年） フェーズⅡ（3ヵ年）

2015
年度

2016
年度

2017
年度

2018
年度

2019
年度

2020
年度

連結経営
指標 2015年度 2016年度 2017年度 目標

売上高 918億円 914億円 912億円 950億円以上

経常利益 39億円 43億円 36億円 40億円以上

ROA 5.4％ 5.9％ 4.8％ 5％以上

ROE 8.2％ 9.5％ 7.2％ 8％以上

重点戦略
３つの「SHINKA」

フェーズⅠ
フェーズⅠでの主な成果 フェーズⅡへの積み残し課題

進 化

⃝独自商品の拡大
　→ワックスメンテナンス不要な床材「NWシリーズ」の拡充
　→新継ぎ目接着工法「JS工法」、「不燃腰壁シート」の開発
⃝次世代を支える基幹商品の開発・発売
　→新タイルカーペット「GA-100T」の発売
⃝簡易施工商品の開発
　→簡単リフォーム床材「LAYフローリングピタフィー」の発売
⃝量販店チャネルの売上拡大

⃝市場別販売戦略の実践
⃝業際市場に向けた商品開発
⃝種まき営業活動の拡大

深 化
⃝東璃（上海）貿易有限公司の売上拡大
　→現地法人設立による着実な市場浸透　　
⃝海外事業基盤の整備

⃝海外市場対応商品の開発
⃝米国市場での売上回復

真 価
⃝働き方のダイバーシティへの対応
　→多様な人材の積極的活用に向けた制度設計
⃝新基幹システムの設計完了

⃝更なる利益体質への取組み
⃝在庫効率の改善

　当社グループはフレキシビリティと強靭さを兼ね
備えた事業構造への変革を実現すべく、6ヵ年の中
期経営計画『SHINKA-100』を策定し、成長戦略を
推進しております。
　2015年度～2017年度をフェーズⅠ、2018年
度～2020年度をフェーズⅡとし、本年度はフェー
ズⅡ初年度となります。

　フェーズⅠでは中長期経営戦略に基づき、多様な
成長戦略を推進致しました。連結経営指標につきまし
ては、2年目の2016年度に経常利益・ROA・ROEの3
つの指標で目標水準に達しましたが、売上高目標に
つきましては3ヵ年を通じて、未達成となりました。
　フェーズⅠにおける成果と反省をふまえ、フェーズ
Ⅱでは、未来志向を高めた成長戦略を推進してまい
ります。

⃝中期経営計画『SHINKA-100』について⃝

『SHINKA-100』フェーズⅠの成果と課題

『創業百年』
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〜深掘りによる成長性の追求〜

成長戦略を更に深掘りし、質的・量的拡大を図っ
てまいります。10億円プロジェクトや海外事業な
ど、“明日の成長エンジン”を育み、力強い事業構
造を構築してまいります。

⃝10億円プロジェクトの推進
⃝海外事業の拡大
⃝ＣＲ（コーポレート・リレーション）活動の強化推進
⃝壁装材事業の深化
⃝カーテン事業の再建
※10億円プロジェクトとは･･･年間売上高10億円超の中核商品育成

への取組み

進 化 深 化

連結経営指標 2020年度

売上高 980億円 ROA 6.0％以上

経常利益 50億円 ROE 8.5％以上

《フェーズⅡ 最終年度  連結経営指標》

■重点戦略“3つの「SHINKA」”フェーズⅡ

〜コア事業の進展と創造〜

〜成長と信頼を支える事業基盤の強化〜

フェーズⅠで推し進めたコア事業の成長戦略を
更に進化させると共に、「百年の先」を見据えた
ハードルの高い技術開発に挑戦し、事業領域の
拡大によるコア事業の創造を図ってまいります。

事業の成長と発展に向けて、ブランド力や品質への信頼を
更に高めながら、あらゆる面での効率化を図り、より筋肉質
な企業グループを構築し、事業推進力を高めてまいります。

⃝技術研究・製品開発の強化　
⃝商品力のレベルアップ　
⃝生産拠点・物流体制の最適化実現　
⃝業際事業探索活動の推進　
⃝商品提案力の強化

⃝製造原価率圧縮への挑戦　　
⃝人材育成　　
⃝企業価値の向上　
⃝業務改善の実現とIT進化への対応
⃝ＳＣＭ強化とＢＣＰ推進

　当社は、おかげさまで２０１９年に『創業百年』を迎
えます。グループ一丸となって成長戦略と事業基盤
強化を推し進め、「百年の先」に向けた更なる発展性
を追求してまいります。

※コア事業･･･床材事業・カーペット事業

『ＳＨＩＮＫＡ-100』フェーズⅡについて

真 価

取
組
み
テ
ー
マ

取
組
み
テ
ー
マ

取組みテーマ

「SHINKA」
フェーズⅡ
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事業報告（2017年4月1日から2018年3月31日まで）

I 6 I 重要な子会社の状況

I 7 I 主要な事業内容

会　社　名 資本金 出資比率 主要な事業内容

リック株式会社 221百万円 100.0％ インテリア用品の卸売、内装仕上工事の請負

株式会社キロニー 50百万円 100.0％ インテリア用品の卸売

株式会社テクノカメイ 50百万円 100.0％ 内装仕上工事の請負

北海道東リ株式会社 40百万円 56.0％（22.0％） インテリア用品の卸売

ダイヤ・カーペット株式会社 50百万円 100.0％ インテリア用品の卸売

滋賀東リ株式会社 70百万円 100.0％ カーペットの製造

広化東リフロア株式会社 30百万円 50.0％ 塩ビ床材の製造

岐阜東リ株式会社 90百万円 100.0％ カーペットの製造

山天東リ株式会社 56百万円 69.9％ 壁装材の製造

東リ物流株式会社 60百万円 100.0％ 当社製品の入出庫、配送

東璃（上海）貿易有限公司 40万米ドル 100.0％ インテリア用品の卸売

事　　業 主要製品等

プロダクト 塩ビタイル、塩ビシート、カーペット、カーテン、壁装材、接着剤等の製造販売

インテリア卸及び工事 インテリア関連商材の仕入販売、内装工事

出資比率欄の（　）内は間接所有の割合を記載しております。（注） 
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I 8 I 主要な営業所および工場
会　社　名 所　在　地

東リ株式会社
本 社
生 産 拠 点
主要営業拠点

兵庫県伊丹市
伊丹市､厚木市
札幌市、仙台市､東京都､名古屋市､大阪市､福岡市

リック株式会社 本 社
主要営業拠点

大阪市中央区
仙台市､東京都､名古屋市､大阪市､福岡市

株式会社キロニー 本 社
主要営業拠点

東京都港区
さいたま市､東京都､横浜市､千葉市

株式会社テクノカメイ 本 社
主要営業拠点

大阪府東大阪市
東京都､東大阪市

北海道東リ株式会社 本 社
主要営業拠点

札幌市豊平区
旭川市､札幌市､帯広市､函館市

ダイヤ・カーペット株式会社 本 社
主要営業拠点

東京都港区
東京都､名古屋市､大阪市

滋賀東リ株式会社 本社・生産拠点 滋賀県蒲生郡日野町

広化東リフロア株式会社 本社・生産拠点 滋賀県蒲生郡日野町

岐阜東リ株式会社 本社・生産拠点 岐阜県養老郡養老町

山天東リ株式会社 本社・生産拠点 富山県南砺市

東リ物流株式会社 本 社
物 流 拠 点

兵庫県伊丹市
船橋市､厚木市､滋賀県蒲生郡日野町､伊丹市

東璃（上海）貿易有限公司 海 外 拠 点 中国上海市
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事業報告（2017年4月1日から2018年3月31日まで）

I 10 I 主要な借入先
借　入　先 借入金残高

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 ２，２８８百万円

日本生命保険相互会社 ９００百万円

株式会社横浜銀行 ７５４百万円

株式会社三井住友銀行 ６６２百万円

株式会社池田泉州銀行 ４１２百万円

従業員数 前期末比増減

1,801名 27名増

従業員数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数

839名 13名増 40.7才 16.7年

①企業集団の従業員の状況

②当社の従業員の状況

I 9 I 従業員の状況

従業員数は当社のグループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社のグループへの出向者を含む就業人員としております。（注） 

（注） １． 従業員数は当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員としております。
 ２． 受入出向者については、平均年齢および平均勤続年数の計算に含めておりません。

（注） 株式会社三菱東京UFJ銀行は、2018年4月1日付で株式会社三菱UFJ銀行に行名を変更しております。
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該当する事項はありません。

会社の株式に関する事項

I 1 I 発行可能株式総数

I 2 I 発行済株式の総数

I 3 I 株　　主　　数

株　主　名 持株数（千株） 持株比率（％）
日本生命保険相互会社 3,641 5.9
株式会社トクヤマ 2,780 4.5
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 2,589 4.1
双日株式会社 2,532 4.1
株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 1,777 2.8
三信株式会社 1,730 2.8
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,660 2.6
東親会持株会 1,557 2.5
帝人フロンティア株式会社 1,489 2.4
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 1,485 2.4

（注） 1. 持株比率は、自己株式（5,140千株）を控除して計算しております。
       2. 株式会社三菱東京UFJ銀行は、2018年4月1日付で株式会社三菱UFJ銀行に行名を変更しております。

I 4 I 大　　株　　主

141,603,000株

66,829,249株

5，278名

2

会社の新株予約権等に関する事項3

外国法人等
11.6%

その他の法人
30.0％

金融機関
29.3%

個人・その他
20.5%

自己株式
7.7%

金融商品取引業者
0.9%

所有者別株式分布状況ご参考
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事業報告（2017年4月1日から2018年3月31日まで）

会社役員に関する事項4

I 1 I 取締役および監査役の氏名等
地　　位 氏　　名 担当および重要な兼職の状況

代表取締役社長 　永　嶋　元　博

常 務 取 締 役 ＊鈴　木　　　潤 管理本部長

取 締 役 ＊安　嶋　二　郎 事業本部副本部長 兼 カーペット生産技術部長

取 締 役 ＊德　島　裕　恭 営業本部長

取 締 役 ＊天　野　宏　文 事業本部長

取 締 役 　横　田　絵　理 慶應義塾大学 商学部教授
出光興産株式会社　社外取締役

取 締 役 　﨑　恭　生 東洋プロパティ株式会社　代表取締役社長
三信株式会社　社外取締役

常 勤 監 査 役 笹　倉　　　保

常 勤 監 査 役 　富　田　芳　朗

監 査 役 　堀　村　不器雄 公認会計士

監 査 役 　森　川　　　拓 弁護士

地　　　位 氏　　　名 担当および重要な兼職の状況
専 務 取 締 役 鈴　木　　　潤 管理本部長
常 務 取 締 役 天　野　宏　文 事業本部長

（注） 鈴木潤、天野宏文の両氏は、取締役と執行役員の兼務者であります。

（注）１．＊印を付した4氏は、取締役と執行役員の兼務者であります。
 2. 取締役　横田絵理、 﨑恭生の両氏は、社外取締役であります。
 3. 監査役　堀村不器雄、森川拓の両氏は、社外監査役であります。
 4. 監査役　堀村不器雄氏は、公認会計士の資格を有しており、財務および会計に関する相当程度の知見を有しております。
 5. 監査役　森川拓氏は、弁護士として企業法務に精通しており、財務および会計に関する相当程度の知見を有しております。
 6. 当社は、横田絵理、 﨑恭生、堀村不器雄、森川拓の4氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。
 7. 2018年4月1日付で、取締役の地位を次のとおり変更いたしました。 
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　当社は、社外取締役および社外監査役との間で、会社法第427条第1項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害
賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任限度額は、法令の定める最低責任限度額
となります。

区　分 支給人員 報酬等の額
取締役 7名 １11百万円
監査役 5名 ４５百万円
合　計 １2名 １57百万円

（注） １．上記のうち、社外役員に対する報酬等の総額は、25百万円（4名）です。
２．取締役の報酬等には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
３．報酬限度額は、2009年6月26日開催の第145回定時株主総会において、取締役は年額280百万円以内、監査役は年額58百万円以内

と決議いただいております。

I 3 I 当事業年度に係る取締役および監査役の報酬等の総額

I 2 I 責任限定契約の内容の概要

①重要な兼職先と当社との関係

②当事業年度における主な活動状況

I 4 I 社外役員に関する事項

社外役員の重要な兼職先と当社との間には、特別な関係はありません。

区　　分 氏　　名 主　な　活　動　状　況

社外取締役 横　田　絵　理 当事業年度に開催された取締役会には、16回すべてに出席し、大学教授としての高い
見識と幅広い経験に基づき、当社の経営全般に対する助言・提言を行っております。

社外取締役 　﨑　恭　生 当事業年度に開催された取締役会には、16回すべてに出席し、企業経営者としての豊
富な経験と高い識見に基づき、当社の経営全般に対する助言・提言を行っております。

社外監査役 堀　村　不器雄
当事業年度に開催された取締役会には、16回中15回に、また、監査役会には、15回
すべてに出席し、公認会計士としての財務・会計に関する専門的知見に基づき、適
宜、発言を行っております。

社外監査役 森　川　　　拓
当事業年度に開催された取締役会には、16回すべてに、また、監査役会には、15回す
べてに出席し、弁護士としての専門的知見と企業法務に関する豊富な経験に基づき、
特に当社のコンプライアンスについて、適宜、発言を行っております。
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事業報告（2017年4月1日から2018年3月31日まで）

　監査役会は、当該事業年度の監査計画の内容、日数、配員計画等から見積もられた報酬額の相当性等を確認し、検
討した結果、会計監査人の報酬等について同意の判断をいたしました。

　監査役会は、会計監査人が職務上の義務に違反し、または職務を怠り、もしくは会計監査人としてふさわしくない非
行があるなど、会社法第340条第１項各号のいずれかに該当すると認められる場合、監査役全員の同意に基づき、会
計監査人を解任いたします。
　また、監査役会は、会計監査人の職務遂行状況等を総合的に判断し、監査の適正性、信頼性等が確保できないと認
めた場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。

有限責任 あずさ監査法人

①当社が支払うべき報酬等の額　　　
②当社および当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額　

32百万円
32百万円

会計監査人に関する事項

I 1 I 会計監査人の名称

I 3 I 会計監査人の報酬等に監査役会が同意した理由

I 4 I 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

I 2 I 会計監査人の報酬等の額

5

（注） 当社と会計監査人との間の監査契約においては、会社法上の監査に対する報酬等の額と金融商品取引法上の監査に対する報酬等の額等を区分してお
らず、かつ、実質的にも区分できないことから、上記①の金額はこれらの合計額を記載しております。
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業務の適正を確保するための体制およびその運用状況

I 1 I 業務の適正を確保するための体制

6

①当社及びその子会社からなる企業集団（以下「当社グループ」という）の取締役及び使用人の職務執行が
法令及び定款に適合することを確保するための体制
1  当社グループは、ステークホルダーに対する透明性の高い経営体制の確立に努め、役職員の職務執行が法令、定款及

び社内規程等に適合し、かつ、高い倫理観に支えられていることを確保する。
2  当社グループは、「東リグループ経営理念」「東リグループ行動憲章」「東リグループ行動規範」を役職員に周知し、徹底

する。
3  当社グループは、「東リグループホットライン(内部通報窓口）」を設置・運営し、法令違反等の早期発見・是正に努める。
4  当社グループは、取締役が自己の担当領域について、コンプライアンス体制を構築する権限と責任を有する。

②当社グループの取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　当社グループは、取締役の職務執行に係る文書その他の情報について、社内規程等に則り、その重要度に応じて
適正に保存・管理する。

③当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制
1  当社グループは、「リスク管理基本方針」及び「リスク管理行動指針」に基づき、リスクマネジメントのために必要な体

制を整備する。
2  当社グループは、業務に係る種々のリスクについて、各担当部門において規程の制定を行うなど、適切に管理する。
3  当社グループは、大規模な事故・災害・不祥事が発生した場合に備え、危機発生時の対応に関する規程・組織を整備

するなど、体制の構築・運営に努める。
4  当社は、子会社毎に担当役員、担当部門を定め、子会社の管理責任を明確にする。
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事業報告（2017年4月1日から2018年3月31日まで）

④当社グループの取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制
1  当社グループは、会議体と部署及び役職の権限を明確にし、適正かつ効率的な意思決定と職務執行を確保する。
2  当社グループは、組織構造について、随時見直しを図り、より一層の効率化を推進する。
3  当社グループは、複数事業年度を期間とする中期経営計画を策定し、連結ベースでの目標値を設定する。

⑤当社グループにおける業務の適正を確保するための体制
1  当社は、「東リグループ関係会社管理規程」に基づき、子会社の経営を監督する。
2  当社は、当社グループの監査を適正に行うことを目的として、グループ監査役会を設置・運営する。
3  当社は、子会社に対して、業績・財務状況等重要な情報について、当社への報告を義務付ける等、当社グループの報告

体制を整備する。

⑥監査役がその職務を補助すべき使用人（以下「補助使用人」という）を置くことを求めた場合における当該
使用人に関する事項
　当社は、必要な知識・能力を備えた補助使用人を適切な員数確保する。

⑦補助使用人の取締役からの独立性及び監査役の補助使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
1  当社は、補助使用人の独立性を確保するため、その人事異動、人事評価、懲戒処分については、監査役の同意を得る。
2  補助使用人に対する指揮命令権は、監査役に帰属する。

⑧監査役への報告に関する体制
　当社グループの役職員は、当社グループに著しい損害を及ぼすおそれのある事実その他重要事項を、適時、適切な
方法により監査役に報告する。

⑨監査役に報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための
体制
　当社グループは、監査役に報告をした者に対して、当該報告をしたことを理由として、解雇、降格等の懲戒処分や、
配置転換等の人事上の措置等いかなる不利益な取扱も行わない。
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⑩監査役の職務執行について生ずる費用の前払いまたは償還の手続その他の当該職務の執行について生
ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項
1  当社は、監査役の職務執行上必要な費用を支弁するため、毎年、一定額の予算を設ける。
2  当社は、監査役が職務執行について生じる費用の前払いまたは償還等の請求をしたときは、当該監査役の職務執行に

必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用または債務を処理する。

⑪その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
1  内部監査部門は、その監査活動の状況と結果を監査役に遅滞なく報告するなど、監査役との連携を強化する。
2  当社は、効果的な監査業務の遂行を目的として、定期的に代表取締役等と監査役との意見交換会を開催する。

⑫当社グループの反社会的勢力を排除するための体制
1  当社グループは、反社会的勢力に毅然とした態度で対応するものとし、一切の関係を持たない。
2  当社グループは、警察当局、顧問弁護士等と緊密な連携を図りながら、事案に応じた適切な対応を実施する。

⑬当社グループの財務報告の信頼性を確保するための体制
　当社グループは、財務報告の信頼性を確保するため、財務報告に係る内部統制システムを構築し、その体制の整
備・運用状況を定期的に評価するとともに、維持・改善に努める。
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I 2 I 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
①コンプライアンス
　コンプライアンスを統轄する「CSR推進委員会」を設置し、法務部門･内部監査部門を配するなど、その推進のための体
制を整備・運用しております。コンプライアンス研修の実施、「東リグループ行動規範」等の周知徹底を通じて、グループ役
職員の啓発に継続して取組んでおります。また、内部通報窓口を社内、社外に設置・運用して法令違反等の早期発見・是
正に努めております。

②リスクマネジメント 
　取締役会は、経営上の重要な意思決定にあたり、損失の可能性を十分に検証しております。また、「リスク管理規程」に
基づき、リスクマネジメント体制を整備・運用しております。一方、内部監査部門による監査を通じて、各部門における業務
上のリスクの把握・確認を行い、適宜改善を図っております。

③グループ管理体制
　「東リグループ関係会社管理規程」に基づき、関係会社毎に担当役員、担当部署を定め、管理責任を明確にするととも
に、役員派遣・社員出向等を通じて、グループ方針の浸透・体制整備に努めております。また、グループ監査役会の開催、
子会社監査の実施などを通じて、グループ全体の遵法経営を監督・監視しております。

④監査役の監査体制
　監査役は、取締役会のほか、経営会議等の重要な会議に出席するとともに、代表取締役・社外取締役を含む各取締役
と適宜面談を行い、意見交換等を行っております。また、監査役、補助使用人、内部監査部門、及び会計監査人は、定期的
及び必要に応じて意見交換を行うなど、連携を密にし、監査の実効性と効率性の向上を図っております。

事業報告（2017年4月1日から2018年3月31日まで）
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連結貸借対照表 （単位：百万円）

（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

科　目 第154期
（2018年３月31日現在）

（ご参考）第153期
（2017年３月31日現在）

  資 産 の 部

流動資産 49,044 48,059
現金及び預金 9,253 10,413
受取手形及び売掛金 28,054 27,046
商品及び製品 7,629 6,933
仕掛品 1,312 1,108
原材料及び貯蔵品 1,538 1,443
繰延税金資産 418 475
その他 903 863
貸倒引当金 △ 65 △ 224

固定資産 28,669 27,438
有形固定資産 18,771 18,339

建物及び構築物 6,043 6,148
機械装置及び運搬具 2,618 2,115
工具器具備品 326 235
土地 9,088 9,075
建設仮勘定 621 696
その他 74 67

無形固定資産 1,494 728
ソフトウエア 178 234
ソフトウエア仮勘定 1,266 439
その他 49 55

投資その他の資産 8,403 8,370
投資有価証券 6,121 5,693
長期貸付金 60 64
退職給付に係る資産 426 351
繰延税金資産 271 435
その他 1,616 1,956
貸倒引当金 △ 93 △ 130

資産合計 77,714 75,498

科　目 第154期
（2018年３月31日現在）

（ご参考）第153期
（2017年３月31日現在）

  負 債 の 部

流動負債 29,619 29,886
支払手形及び買掛金 23,748 22,809
短期借入金 120 150
1年内返済長期借入金 900 1,400
賞与引当金 783 797
役員賞与引当金 10 10
環境対策引当金  ― 3
未払法人税等 582 933
未払費用 1,671 1,580
資産除去債務  58 ―
その他 1,744 2,201

固定負債 12,200 12,056
長期借入金 5,705 5,305
資産除去債務 53 110
退職給付に係る負債 4,028 4,094
環境対策引当金  27 27
その他 2,385 2,518

負債合計 41,820 41,943

  純 資 産 の 部
株主資本 33,406 31,534

資本金 6,855 6,855
資本剰余金 6,426 6,423
利益剰余金 21,247 19,377
自己株式 △ 1,122 △ 1,121

その他の包括利益累計額 2,296 1,841
その他有価証券評価差額金 2,330 2,029
為替換算調整勘定  1 ―
退職給付に係る調整累計額 △ 35 △ 187

非支配株主持分 190 178
純資産合計 35,894 33,555

負債及び純資産合計 77,714 75,498

連結計算書類
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科　目
第154期 （ご参考）第153期

売上高 91,291 91,466
売上原価 65,315 65,031

売上総利益 25,975 26,434
販売費及び一般管理費 22,453 22,184

営業利益 3,522 4,249
営業外収益 430 422

受取利息及び配当金 151 131
その他 279 290

営業外費用 271 304
支払利息 82 90
その他 188 213
経常利益 3,681 4,367

特別利益 10 2
固定資産売却益 7 2
投資有価証券売却益 2 ―

特別損失 60 22
固定資産除却損 42 22
固定資産売却損 14 ―
関係会社株式売却損 4 ―

税金等調整前当期純利益 3,630 4,348
法人税、住民税及び事業税 1,099 1,354
法人税等調整額 30 △ 57
当期純利益 2,500 3,050
非支配株主に帰属する当期純利益 21 19
親会社株主に帰属する当期純利益 2,479 3,031

連結損益計算書 （単位：百万円）

（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

（ 　　　　　　　 ）2017年4月 1 日から
2018年3月31日まで （ 　　　　　　　 ）2016年4月 1 日から

2017年3月31日まで

連結計算書類
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株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 6,855 6,423 19,377 △ 1,121 31,534
当期変動額

剰余金の配当 △ 616 △ 616
親会社株主に帰属する当期純利益 2,479 2,479
自己株式の取得 △ 0 △ 0
連結子会社株式の取得による持分の増減 2 2
連結範囲の変動 7 7
株主資本以外の項目の当期変動額（純額）

当期変動額合計 ― 2 1,869 △ 0 1,871
当期末残高 6,855 6,426 21,247 △ 1,122 33,406

その他の包括利益累計額
非支配

株主持分 純資産合計その他
有価証券

評価差額金
為替換算
調整勘定

退職給付
に係る

調整累計額

その他の
包括利益

累計額合計
当期首残高 2,029 ― △ 187 1,841 178 33,555
当期変動額

剰余金の配当 △ 616
親会社株主に帰属する当期純利益 2,479
自己株式の取得 △ 0
連結子会社株式の取得による持分の増減 2
連結範囲の変動 7
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 301 1 152 454 12 466

当期変動額合計 301 1 152 454 12 2,338
当期末残高 2,330 1 △ 35 2,296 190 35,894

連結株主資本等変動計算書（2017年4月1日から2018年3月31日まで） （単位：百万円）

（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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貸借対照表 （単位：百万円）

（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

科　目 第154期
（2018年３月31日現在）

（ご参考）第153期
（2017年３月31日現在）

  資 産 の 部
流動資産 40,720 40,296

現金及び預金 7,452 8,344
受取手形 7,531 6,673
売掛金 13,590 13,808
商品及び製品 7,455 6,903
仕掛品 242 218
原材料及び貯蔵品 927 938
前払費用 343 385
繰延税金資産 218 244
その他 2,981 2,896
貸倒引当金 △ 24 △ 116

固定資産 24,271 23,120
有形固定資産 13,822 13,854

建物 4,730 4,797
構築物 444 457
機械及び装置 1,107 1,137
車両運搬具 19 23
工具器具備品 265 220
土地 6,697 6,720
建設仮勘定 527 467
その他 30 31

無形固定資産 1,443 673
ソフトウエア 166 223
その他 1,277 450

投資その他の資産 9,005 8,592
投資有価証券 5,122 4,837
関係会社株式 1,146 1,148
関係会社出資金 40 40
長期貸付金 1,230 694
長期前払費用 127 283
繰延税金資産 90 149
その他 1,254 1,445
貸倒引当金 △ 7 △ 7

資産合計 64,992 63,417

科　目 第154期
（2018年３月31日現在）

（ご参考）第153期
（2017年３月31日現在）

  負 債 の 部
流動負債 26,718 26,923

支払手形 3,742 3,395
買掛金 10,886 10,639
短期借入金 120 150
１年内返済長期借入金 900 1,400
賞与引当金 434 420
役員賞与引当金 10 10
環境対策引当金  ― 3
未払金 888 1,294
未払法人税等 327 661
未払費用 1,362 1,273
預り金 7,969 7,657
資産除去債務 58 ―
その他 16 17

固定負債 10,865 10,729
長期借入金 5,705 5,305
退職給付引当金 3,060 3,089
環境対策引当金  27 27
資産除去債務 ― 57
その他 2,072 2,249

負債合計   37,584 37,653

  純 資 産 の 部
株主資本 25,365 23,921

資本金 6,855 6,855
資本剰余金 6,423 6,423

資本準備金 1,789 1,789
その他資本剰余金 4,633 4,633

利益剰余金 13,209 11,763
その他利益剰余金 13,209 11,763

別途積立金 5,000 5,000
繰越利益剰余金 8,209 6,763

自己株式 △ 1,122 △ 1,121
評価・換算差額等 2,042 1,843

その他有価証券評価差額金 2,042 1,843
純資産合計 27,407 25,764
負債及び純資産合計 64,992 63,417

計算書類
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科　目
第154期 （ご参考）第153期

売上高 54,902 55,387

売上原価 36,727 36,742

売上総利益 18,174 18,645

販売費及び一般管理費 15,691 15,602

営業利益 2,483 3,042

営業外収益 775 662

受取利息及び配当金 398 281

その他 377 381

営業外費用 372 397

支払利息 97 104

その他 275 293

経常利益 2,886 3,307

特別利益 ― 21

投資有価証券売却益 ― 21

特別損失 52 16

固定資産除却損 37 16

固定資産売却損 14 ―

税引前当期純利益 2,834 3,311

法人税、住民税及び事業税 774 967

法人税等調整額 △2 △58

当期純利益 2,062 2,403

損益計算書 （単位：百万円）

（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

（ 　　　　　　　 ）2017年4月 1 日から
2018年3月31日まで （ 　　　　　　　 ）2016年4月 1 日から

2017年3月31日まで
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株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本
準備金

その他
資本

剰余金

資本
剰余金
合計

その他利益剰余金 利益
剰余金
合計

別途
積立金

繰越利益
剰余金

当期首残高 6,855 1,789 4,633 6,423 5,000 6,763 11,763

当期変動額

剰余金の配当 △ 616 △ 616

当期純利益 2,062 2,062

自己株式の取得

株主資本以外の項目の当期変動額（純額）

当期変動額合計 ― ― ― ― ― 1,445 1,445

当期末残高 6,855 1,789 4,633 6,423 5,000 8,209 13,209

株主資本 評価・換算差額等

純資産
合計自己株式 株主資本

合計

その他
有価証券
評価差額

金

評価・換算
差額等
合計

当期首残高 △ 1,121 23,921 1,843 1,843 25,764

当期変動額

剰余金の配当 △ 616 △ 616

当期純利益 2,062 2,062

自己株式の取得 △ 0 △ 0 △ 0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 198 198 198

当期変動額合計 △ 0 1,444 198 198 1,643

当期末残高 △ 1,122 25,365 2,042 2,042 27,407

株主資本等変動計算書（2017年4月1日から2018年3月31日まで）

（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

（単位：百万円）

計算書類
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平成30年５月９日
独立監査人の監査報告書

東リ株式会社
取締役会 御中

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、東リ株式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結
会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について
監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示
することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必
要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することに
ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査
法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき
監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査
法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査
の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に
応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、
経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類
の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、東リ株式
会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適
正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上　

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本

公認会計士 川 井 一 男
公認会計士 坊 垣 慶二郎

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

印

印

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

監査報告書
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平成30年５月９日
独立監査人の監査報告書

東リ株式会社
取締役会 御中

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、東リ株式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日まで
の第154期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属
明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を
表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監
査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査
手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づ
いて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リス
ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に
関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見
積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上　

会計監査人の監査報告書　謄本

公認会計士 川 井 一 男
公認会計士 坊 垣 慶二郎

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

印

印

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員
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監査役会の監査報告書　謄本

以　上

　当監査役会は、平成２9年４月１日から平成30年３月３１日までの第１５4期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成し
た監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（１） 監査役会は、当期の監査の方針・計画、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、

取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
（２） 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針・計画、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その

他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明

を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社
については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けま
した。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社及び
その子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第１００条第１項及び第３項に
定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取
締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしま
した。　　

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職
務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われること
を確保するための体制」（会社計算規則第１３１条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成１７年１０月２８日企業
会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計
算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及
び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
（1） 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②  取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。
　 また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められま

せん。
（2） 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　　会計監査人　有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3） 連結計算書類の監査結果
　　会計監査人　有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

監 査 報 告 書

平成30年５月1１日
東リ株式会社　監査役会

監査役（社外監査役) 堀 村 不 器 雄

監査役（社外監査役）森 川 　 拓

常勤監査役 笹 倉 　 保

常勤監査役 富 田 芳 朗

印

印

印

印
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第154期 報告書
株主・投資家のみなさまへ

［第154回定時株主総会招集ご通知添付書類］
2017 年 4月 1日～2018年 3月 31日

証券コード　7971
株 主 メ モ
決  算  期 3月31日
定 時 株 主 総 会 6月
基 　 　 準 　 　 日 定時株主総会　3月31日

期 末 配 当 金　3月31日
中 間 配 当 金　9月30日

単 元 株 式 数 100株
株主名簿管理人及び
特別口座の口座管理機関

三菱UFJ信託銀行株式会社
〒100-8212 東京都千代田区丸の内一丁目4番5号

株 主 名 簿 管 理 人
事 務 取 扱 場 所

（ お 問 い 合 せ 先 ）

三菱UFJ信託銀行株式会社 大阪証券代行部
〒541-8502 大阪市中央区伏見町三丁目6番3号
0120-094-777（通話料無料）
https://www.tr.mufg.jp/daikou/

（ご注意）
１．株主様の住所変更、買取請求その他各種お手続きにつきましては、原則、

口座管理機関（証券会社等）で承ることとなっておりますので、口座を開
設されている証券会社等にお問い合せください。株主名簿管理人（三菱
UFJ信託銀行）ではお取扱いできませんのでご注意ください。

２．特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱
UFJ信託銀行が口座管理機関となっておりますので、左記特別口座の
口座管理機関（三菱UFJ信託銀行）にお問い合せください。なお、三菱
UFJ信託銀行全国各支店でもお取次ぎいたします。

３．未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行本支店でお支払い
いたします。

当社は、インターネット上にホームページを開設し、
会社情報、商品紹介、レポートやニュースをご案内いたしております。

※表紙は、床面がタイルカーペット「プライムクラス」、壁面が壁装材「パワー1000」です。

http://www.toli.co.jp

■公告の方法

電子公告の方法により、東リホームページ（http://www.toli.co.jp）に
掲載します。但し、電子公告によることができないやむを得ない事由が
生じた場合は、日本経済新聞に掲載します。

本誌に関する
注意事項

本誌に記載されている当社グループの計画・戦略・見通しのうち、歴史的事実でないものは将来の業績に
関する見通しです。これらは、現時点で入手可能な情報に基づいた当社グループの仮定および判断による
ものであり、実際の業績等は、様々な要因により、これらの見通しと異なる可能性があります。
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